
第１号様式（第５条関係） 

 

脱炭素社会ぎふモデル住宅普及事業費補助金申込書 

 

令和６年５月１日 

岐阜県知事 古田 肇 様 

（申請者） 

〒  ０５８－２７２－１１１１             

住 所  岐阜市薮田南２－１－１         

氏
フリ

 名
ガナ

  岐阜
ギ フ

 太郎
タ ロ ウ

              

ＴＥＬ  ０５８－２７２－１１１１           

脱炭素社会ぎふモデル住宅普及事業費補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申込みます。 

記 

 

１ 住宅概要（該当する□にチェック） 

住宅の所在地 大垣市江崎町４２２３ 

新築又は購入の別 ☑ 新築 ・ □ 購入 土砂災害特別警戒区域 ☑ 外 

 

２ 日程 

＜新築の場合＞ 

工事請負契約日（予定日） 令和６年４月１日 工事完了日（予定日） 令和６年１１月３０日 

＜購入の場合＞ 

売買契約日（予定日）  年   月   日 転居日（予定日）  年   月   日 

 

３ 確認事項（確認した内容にチェック） 

(１) 当該住宅が岐阜県内にある。 ☑ 

(２) 断熱等性能等級５以上かつ一次エネルギー消費量等級６の性能を有する断熱化等対策が講じられている。 ☑ 

(３)一戸建ての住宅（居住の用に供する部分の床面積の合計が延べ面積の１／２以上であるものに限る。）である。 ☑ 

(４)土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号。以下「土砂災害防

止法」という。）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域に立地していない。 
☑ 

(５) 申請年度の４月１日以降に工事請負契約又は売買契約を締結し、同年度の２月２０日（当該日が閉庁日の場

合は、その直前の開庁日）までに当初の申込みの省エネ性能基準の要件を満たす事業が完了する。 
☑ 

(６)国が行う住宅取得に対する補助金等（国費を活用する市町村の補助金を含む。）を受けていない。 ☑ 

 

 

＊以下は記入不要です。 

岐阜県記入欄 

受付年月日  受付整理番号  

承認番号    

※ （不）承認決定通知書は、この住所に送付します。

なお、すでに工事等が終了し異動された方は、異動先の

住所を記入してください。 

※ 工事請負契約（売買契約）が連名の場合は、契約者のうち

どなたか一人で申込してください。 

※ 正確な住所が不明な場合は、取得予定の住宅が

存する市町村を記入してください。 

（例：岐阜県大垣市） 

※ 日中に連絡を取ることができる連絡先を記入

してください。 

記入例 


